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国家公務員制度改革推進本部事務局 



 公 務 員 の 種 類 と 数 
 
 

公務員は、国家公務員が約64万人、地方公務員が約286万人。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公 務 員 

(約3,495,000人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国家公務員 

(約640,000人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公務員 

(約2,860,000人) 

 

 

 

 

 

 

特 別 職 

(約300,000人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 般 職 

(約340,000人) 

 

 

 

 

  

 

 

大臣、副大臣、大臣政務官、 

大使、公使等（約500人) 

 

裁判官、裁判所職員 

(約26,000人) 

 

国会職員(約4,000人) 

 

防衛省職員 

(約270,000人) 

 

特定独立行政法人役員(約40人 

 

 

 非現業国家公務員 

 (約274,000人) 

 

検察官（約3,000人) 

 

国営企業（林野）職員 

（約5,000人） 

 

特定独立行政法人職員 

（約59,000人） 

 

 

 

 

   給与決定の方法 

 

 

 

 人事院勧告に準じて措置 

 

 

 

 

 

 

 

) 

 

 

人事院勧告 

 

 

 人事院勧告に準じて措置 

 

 
 

 団体交渉（仲裁裁定） 

 

 

 

 

 

（注）１ 国家公務員の数は、以下を除き、平成22年度末予算定員による。 

① 特定独立行政法人役員の数は、平成22年１月１日現在の法律上の規定の上限数。 

② 特定独立行政法人職員の数は、平成22年１月１日現在の常勤職員数。 

２ 地方公務員の数は、「平成21年地方公共団体定員管理調査」による一般職に属する地方公務員

数である。 

３ 職員数については、端数処理の関係で必ずしも合計数とは一致しない。 

 

CS861046
タイプライターテキスト

CS861046
タイプライターテキスト
　　　　資料１　

CS861046
タイプライターテキスト
１



 

 2

                             公務員の労働基本権 

 

 

１ 労働基本権（労働３権）について 
 

 ・ 憲法 28 条で労働者の基本的権利を規定。 

 ・ 労働基本権は、団結権、団体交渉権、争議権の３つの権利から構成。 
 

①団結権   勤労者がその労働条件を維持・改善するために組合を組織する権利 

②団体交渉権 労働組合が使用者と労働条件について交渉する権利 

③争議権   団体交渉の裏づけとして、ストライキなどを行う権利 
  

 ※ 憲法第２８条  

       勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、 

      これを保障する。 

 

 

２ 公務員（一般職）の労働基本権の現状 

 

団 体 交 渉 権  区 分 団結権 

 協約締結権 

争議権

非現業職員 ○ 

(警察職員等除く) 

  △※注１ 

(交渉は可能)

× 

     

× 国

家

公

務

員  

国有林野、 

特定独立行

政法人  

○ ○ ○ × 

非現業職員  ○ 

(警察職員及び  

 消防職員除く)  

  △※注１ 

(交渉は可能)

  ×※注２ 

(書面協定は

可能）  

× 地

方

公

務

員  現業職員  ○  ○  ○  × 

(参考)民間  ○  ○  ○  ○  
    

  ※注１ 非現業職員は、交渉を行うことができるが、団体協約は締結で    

きない。  

  ※注２ 非現業職員(地方)は、交渉を行い、その結果として書面協定を   

結ぶことができるが、この書面は団体協約ではなく､法的拘束力      

はない。  

資料２ 
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全農林最高裁判決（昭 48．4．25）における 

  公務員の労働基本権制約の根拠 

 

総論 公務員の「地位の特殊性」と「職務の公共性」を根拠として、公務員

の労働基本権に対し必要やむを得ない限度で制限を加えることは十分合

理的な理由がある。 

 

１ 公務員の地位の特殊性 

  

（１）議会制民主主義・財政民主主義 

 公務員の勤務条件はすべて政治的、財政的、社会的その他諸般の合理的

な配慮により適当に決定されなければならず、その決定は民主国家のルー

ルに従い、立法府において論議のうえなされるべきものである。 

 

 （２）市場の抑制力の欠如 

  市場の機能が作用する余地がないため、公務員の争議行為は場合によっ

ては一方的に強力な圧力となる。 

 

 

２ 公務員の職務の公共性 

 

憲法 15 条の示すとおり、実質的にはその使用者は国民全体であり、公務

員の労務提供義務は国民に対して負うものであるとともに、争議行為は公

務の停廃をもたらし、国民全体の共同利益に重大な影響を及ぼす。 

 

 

３ 労働基本権制約の代償措置 

 

  公務員は労働基本権に対する制限の代償として、制度上整備された生存

権擁護のための関連措置による保障を受けている。 

（法定された勤務条件の享有、人事院勧告制度、人事院に対する行政措置

要求及び不利益処分審査請求） 
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憲法の関係条文 
 

 

 

第十五条 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。  

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。  

３・４ （略） 

 

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、

これを保障する。 

 

第四十一条  国会は、国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機関である。 

 

第七十三条 内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。  

一～三 （略） 

四 法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。  

五～七 （略）   

 

第八十三条 国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなけ

ればならない。 
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労働基本権の在り方の検討に関するこれまでの主な経緯 
 

 

平成13年 12月 25日 公務員制度改革大綱（閣議決定） 
 

公務員の労働基本権の制約については、今後もこれに代わる相応の措置
を確保しつつ、現行の制約を維持することとする。 
 

平成17年 12月 24日 行政改革の重要方針（閣議決定） 
 

公務員の労働基本権や人事院制度…等公務員の人事制度を含めた公務員
制度についても、国民意識や給与制度改革の推進状況等も踏まえつつ、行
政改革推進本部を中心に幅広い観点から検討を行う。 
 

平成18年 6月2日 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の 
推進に関する法律公布 

 
政府は、総人件費改革その他の重点分野における改革において実施され

る行政の組織及び運営の見直しと併せて、これらを担う公務員に係る制度
の改革を推進することの重要性にかんがみ、次に掲げる措置を講ずるもの
とする。  
二 公務員の労働基本権及び人事院制度…その他の公務員に係る制度の
在り方について…国民の意見に十分配慮して、幅広く検討を行うこと。  

 

平成19年 10月 19日 行政改革推進本部専門調査会報告（６頁参照） 
 

公務員の労働基本権のあり方について、改革の必要性と方向性、改革の
具体化にあたり検討すべき論点等を提示。 

  ※ 開催期間：平成18年７月～19年10月。座長：佐々木毅学習院大教授。 

 

平成20年 6月13日 国家公務員制度改革基本法公布（８頁参照） 
 

政府は、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用を
含む全体像を国民に提示し、その理解のもとに、国民に開かれた自律的労
使関係制度を措置するものとする。  

 

平成21年 12月 15日 国家公務員制度改革推進本部労使関係制度検討 
委員会報告（９頁参照） 

 
政府における制度設計の検討に資するよう、論点ごとの選択肢を整理し

た上で、選択肢の組合せの複数のモデルケースを提示。 

  ※ 開催期間：平成20年10月～21年12月。座長：今野浩一郎学習院大教授。 

資料３ 
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公務員の労働基本権のあり方について（報告）の概要 

一 はじめに 

 ・ 改革の方向で見直すという認識を共有して議論し、概ねの合意が得られた事項を取りまとめ 

二 改革の必要性と方向性 

 １ 改革の必要性 

 (1) 行政の諸課題に対する対応能力向上の必要性 

   ・ 行政課題が高度化・多様化する一方、政策に投入できる資源の増大は望めない 

   ・ 適切な人事管理を実現することにより、コスト意識を徹底し、公務の能率を向上させること 

が求められ、そのため労使関係制度等の改革が必要 

(2) 責任ある労使関係構築の必要性 

   ・ 近年、社会保険庁や大阪市などにおいて、不適切な労使慣行が次々と明らかに 

   ・ 背景には、責任ある労使関係が構築されていない、労使が説明責任を果たす仕組みがない  

などがあると考えられ、こうした問題の再発防止と同時に、責任ある労使関係の構築が必要 

 ２ 改革の方向性 

・ 総合的な公務員制度改革の一環として、労使関係制度等についても改革に取り組む必要 

(1) 労使関係の自律性の確立 

・ 一定の非現業職員について、協約締結権を新たに付与するとともに第三者機関の勧告制度を

廃止して、使用者が主体的に組織パフォーマンス向上の観点から勤務条件を考え、職員の意見

を聴いて決定できる機動的かつ柔軟なシステムを確立すべき 

・ 一方、労使交渉に伴う費用の増大や、争議行為の発生に伴う国民生活等への影響が予想され、

長期にわたる準備も必要であり、こうしたコスト等に十分留意し、慎重に決断する必要 

  (2) 国における使用者機関の確立 

・ 使用者として人事行政における十分な権限と責任を持つ機関を確立するとともに、国民に対

してその責任者を明確にすべき 

・ その上で、使用者機関が行政全体の組織パフォーマンスを高める勤務条件を職員の意見を 

聴きつつ構築し、行政の諸課題に対する対応能力の向上等を図るべき 

  (3) 国民・住民に対する説明責任の徹底 

  ・ 使用者は公務員の勤務条件等に関し、国民・住民に対し説明責任を果たすべき 

・ 特に、労使関係については、その透明性を高め、説明責任を徹底して果たすべき 

   (4) 意見の分かれた重要な論点 

    ・ 消防職員及び刑事施設職員に対し団結権を付与すべきか否かについて、意見が分かれた 

    ・ 公務員に対し争議権を付与すべきか否かについて、意見が分かれた 

 ３ 改革において留意すべき点 

・ 現行の制約は憲法違反でない旨を判示した全農林警職法事件最高裁判決が判例として定着 

・ しかし、その後、環境も大きく変化しており、判決の指摘する制約理由を改めて検討すると、

現行の制約を緩和する余地はある 

・ 但し、基本的制約理由はなくなるものではないから、現行の制約の緩和に当たっては、制約理

由を十分に踏まえ、適切かつ合理的な制度的措置を併せて講じることが必要かつ重要 

三 改革の具体化にあたり検討すべき論点 

・ 改革の具体化にあたっては、多くの論点があり、集中的かつ慎重に検討を行うことが必要である

として、具体的な論点を提示 

四 終わりに 

・ 本報告は、長年、維持されてきた労使関係制度について、国・地方の双方を対象として、抜本的

な改革を提言しているものであり、その実現は、一朝一夕でなしうるものではない（概ね５年程度

の期間が必要） 

・ 何より、改革に先立ち、改革の全体像を国民に提示して、その理解を得ることが重要 
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行政改革推進本部専門調査会委員名簿

朝倉 敏夫 読売新聞東京本社専務取締役論説委員長

稲継 裕昭 早稲田大学大学院公共経営研究科教授
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川戸 惠子 ＴＢＳ・シニアコメンテーター
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西尾 勝 財団法人東京市政調査会理事長
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丸山 建藏 財団法人総評会館理事長

御厨 貴 東京大学先端科学技術研究センター教授

※ 委員は５０音順
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【国家公務員制度改革基本法（平成 20 年 6 月 13 日法律第 68 号）】（抜粋） 

 

（改革の実施及び目標時期等） 

第四条  政府は、次章に定める基本方針に基づき、国家公務員制度改革を

行うものとし、このために必要な措置については、この法律の施行後五

年以内を目途として講ずるものとする。この場合において、必要となる

法制上の措置については、この法律の施行後三年以内を目途として講ず

るものとする。 

 ２ （略） 

 

（労働基本権）  

第十二条  政府は、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及

び費用を含む全体像を国民に提示し、その理解のもとに、国民に開かれ

た自律的労使関係制度を措置するものとする。 

 

（地方公務員の労働基本権等） 

附則第二条  政府は、地方公務員の労働基本権の在り方について、第十二

条に規定する国家公務員の労使関係制度に係る措置に併せ、これと整合

性をもって、検討する。 

２（略） 

 

 

（参考） 

 

【民主党政権政策マニフェスト 2009（2009 年 7 月 27 日）】（抜粋） 

 

・ 公務員の労働基本権を回復し、民間と同様、労使交渉によって給与を

決定する仕組みを作る。 

 

・ 地方分権推進に伴う地方移管、各種手当・退職金等の水準や定員の見

直し、労使交渉を通じた給与改定（公務員制度改革後）など様々な手法

により、人件費等を削減。 
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性
的
に
記
述
 

 終
わ
り
に

 

更
に
検
討
を
要
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
記
述
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（
参
考
）
 
「
第
３
章
 
選
択
肢
の
組
合
せ
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
」
を
国
家
公
務
員
制
度
改
革
推
進
本
部
事
務
局
に
お
い
て
抜
粋
・
加
工
し
た
も
の

 
 

 パ
タ
ー
ン
Ⅰ
：
労
使
合
意
を
直
接
的
に
反
映
す
る
こ
と
を
よ
り
重
視
す
る
観
点
と
民
間
の
労
働
法
制
に
よ
り
近
い
制
度
と
す
る
観
点
か
ら
選
択
肢
を
組
み
合
わ
せ
た
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
 

パ
タ
ー
ン
Ⅱ
：
現
行
公
務
員
制
度
の
基
本
原
則
を
前
提
と
し
つ
つ
、
労
使
合
意
を
尊
重
す
る
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
 

パ
タ
ー
ン
Ⅲ
：
労
使
合
意
に
基
づ
き
つ
つ
国
会
の
関
与
を
よ
り
重
視
す
る
観
点
と
公
務
の
特
殊
性
を
よ
り
重
視
す
る
観
点
か
ら
選
択
肢
を
組
み
合
わ
せ
た
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
 

 ※
 
こ
れ
ら
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
は
そ
れ
ぞ
れ
別
の
観
点
か
ら
整
理
し
た
も
の
で
あ
り
、
委
員
会
と
し
て
い
ず
れ
か
一
つ
の
案
を
推
奨
す
る
も
の
で
は
な
い
。
ま
た
、
こ
れ
ら
は
制
度
化
の
選

択
肢
を
三
つ
に
絞
っ
た
も
の
で
は
な
く
、
幅
を
持
た
せ
て
考
え
る
こ
と
が
適
当
で
あ
り
、
今
後
の
制
度
設
計
に
向
け
た
検
討
の
素
材
と
し
て
活
用
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
す
る
も
の
。
 

  
何
を
交
渉
す
る
か
 

 
 

事
項
名
 

パ
タ
ー
ン

Ⅰ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅱ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅲ
 

1.
勤
務
条
件
に
関
す
る
国
会
の
関
与
の
あ
り
方
 

勤
務
条
件
に
関
連
す
る
事
項
の
分
類
と
法
定
事
項
 

Ａ
 
公
務
員
制
度
の
基
本
原
則
 

（
現
時
点
で
は
、
平
等
取
扱
の
原
則
、
成
績
主

義
の
原
則
が
想
定
）
 

①
法
定
事
項
で
あ
っ
て
協
約
不
可
（
法
令
の
変
更
を
要
す
る
内
容
の
協
約
不
可
）
 

Ｂ
 
勤
務
条
件
決
定
の
枠
組
み
 

（
現
時
点
で
は
、「

情
勢
適
応
の
原
則
」、
「
俸
給

表
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
」
が
想
定
） 

②
法
定
事
項
で
は
あ
る
が
法
律
改
正
が
必
要
と
な
る
協
約
可
能（

法

令
の
変
更
を
要
す
る
内
容
の
協
約
可
能
）
 

①
法
定
事
項
で
あ
っ
て
協
約
不
可（

法
令
の
変
更
を
要
す
る
内
容
の

協
約
不
可
）
 

①
法
定
事
項
で
あ
っ
て
協
約
不
可
（
法
令
の
変
更
を
要
す
る
内
容

の
協
約
不
可
）
 

Ｃ
 
具
体
的
な
勤
務
条
件
 

（
現
時
点
で
は
、
俸
給
表
の
種
類
・
額
、
手
当

の
種
類
・
額
、
勤
務
時
間
、
休
暇
の
種
類
等
が

想
定
）
 

  ※
 
Ａ
、
Ｂ
、
Ｃ
の
区
分
は
整
理
の
枠
組
み
を
示

し
た
も
の
で
あ
り
、
各
区
分
に
具
体
的
に
ど
の

よ
う
な
事
項
が
当
て
は
ま
る
か
に
つ
い
て
は
別

途
検
討
が
必
要
 

基
本
的
に
は
、
 

    ③
法
定
事
項
で
は
な
く
協
約
可
能（

労
使
の
合
意
で
決
め
る
こ
と
が

で
き
る
）
 

に
振
り
分
け
ら
れ
る
 

※
 
①
、
②
も
あ
り
得
る
 

（
⇒
下
記
当
て
は
め
の
基
準
参
照
）
 

 ①
法
定
事
項
で
あ
っ
て
協
約
不
可（

法
令
の
変
更
を
要
す
る
内
容
の

協
約
不
可
）、

 

②
法
定
事
項
で
は
あ
る
が
法
令
改
正
が
必
要
と
な
る
協
約
可
能（

法

令
の
変
更
を
要
す
る
内
容
の
協
約
可
能
）
 

③
法
定
事
項
で
は
な
く
協
約
可
能（

労
使
の
合
意
で
決
め
る
こ
と
が

で
き
る
）
 

の
い
ず
れ
か
の
事
項
に
振
り
分
け
ら
れ
る
 

 （
⇒
下
記
当
て
は
め
の
基
準
参
照
）
 

基
本
的
に
は
、
 

①
法
定
事
項
で
あ
っ
て
協
約
不
可
（
法
令
の
変
更
を
要
す
る
内
容

の
協
約
不
可
）
 

②
法
定
事
項
で
は
あ
る
が
法
令
改
正
が
必
要
と
な
る
協
約
可
能

（
法
令
の
変
更
を
要
す
る
内
容
の
協
約
可
能
）
 

  の
い
ず
れ
か
の
事
項
に
振
り
分
け
ら
れ
る
 

※
 
③
も
あ
り
得
る
 

（
⇒
下
記
当
て
は
め
の
基
準
参
照
）
 

具
体
的
な
勤
務
条
件
の
法
定
事
項
・
協
約
事
項
へ
の
当
て
は
め
の
基
準
 

○
 
民
間
労
働
法
制
に
お
け
る
労
働
者
保
護
の
観
点
か
ら
の
強
行
規
定
に
相
当
す
る
も
の
（
例
：
給
与
の
現
金
払
原
則
、
安
全
衛
生
等
）
 

○
 
社
会
保
障
等
の
最
低
基
準
に
つ
い
て
民
間
法
制
等
に
対
応
し
て
い
る
も
の
（
例
：
災
害
補
償
）
 

○
 
公
正
で
能
率
的
な
公
務
の
遂
行
を
担
保
す
る
も
の
（
例
：
分
限

の
事
由
、
懲
戒
の
種
類
等
）
 

○
 
公
正
で
能
率
的
な
公
務
の
遂
行
を
担
保
す
る
も
の
（
例
：
分

限
の
事
由
、
懲
戒
の
種
類
等
）
 

 

①
法
定
事
項
で
あ
っ
て
協
約
不
可
事
項
（
法
令
の

変
更
を
要
す
る
内
容
の
協
約
不
可
）
 

上
記
以
外
な
し
 

○
 
そ
の
内
容
に
よ
っ
て
は
当
該
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
著
し
く
低
下

す
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の（

具
体
的
に
ふ
さ
わ
し
い
も
の
が
あ
る

場
合
。
現
時
点
で
は
想
定
さ
れ
な
い
）
 

○
 
そ
の
内
容
に
よ
っ
て
は
当
該
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
著
し
く
低
下

す
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
（
例
：
勤
務
時
間
）
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○
 
成
績
主
義
原
則
や
職
務
給
原
則
等
の
重
要
な
基
礎
と
な
る
事

項
で
あ
り
、
そ
れ
ら
原
則
の
適
切
な
維
持
に
は
、
当
事
者
間
の

合
意
に
加
え
て
国
会
の
関
与
が
必
要
で
あ
る
も
の
（
例
：
俸
給

表
の
種
類
、
手
当
の
種
類
、
俸
給
表
そ
の
も
の
、
昇
格
・
昇
給

の
基
準
）
 

○
 
基
本
的
な
手
当
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
な
支
給
要
件
、
支
給

額
又
は
支
給
総
額
を
法
定
（
例
：
扶
養
手
当
､期

末
手
当
等
）
 

○
 
基
本
的
な
手
当
で
あ
っ
て
も
職
種
、
地
域
事
情
等
の
個
別
事

情
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
も
の
は
、
基
本
的
な
支
給
要
件
、

支
給
額
の
上
限
額
又
は
上
限
率
を
法
定
（
例
：
特
勤
手
当
、
通

勤
手
当
等
）
 

 
②
法
定
事
項
で
は
あ
る
が
協
約
可
能
事
項
（
法
令

の
変
更
を
要
す
る
内
容
の
協
約
可
能
）
 

○
 
公
正
で
能
率
的
な
公
務
の
遂
行
を
担
保
す
る
も
の
（
例
：
分
限

の
事
由
､懲

戒
の
種
類
等
）
 

※
 
具
体
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
検
討
が
必
要
 

○
 
成
績
主
義
原
則
や
職
務
給
原
則
等
の
重
要
な
基
礎
と
な
る
事

項
で
あ
り
、
そ
れ
ら
原
則
の
適
切
な
維
持
に
は
、
当
事
者
間
の
合

意
に
加
え
て
国
会
の
関
与
が
必
要
で
あ
る
も
の
（
例
：
俸
給
表
の

種
類
、
手
当
の
種
類
）
 

○
 
①
及
び
上
記
以
外
の
法
定
事
項
 

（
例
：
俸
給
表
の
適
用
範
囲
、
初
任
給
、
昇
格
・
昇
給
の
場
合
の

号
俸
数
、
昇
給
日
、
手
当
（
特
勤
手
当
、
通
勤
手
当
等
）
の
具

体
的
な
支
給
要
件
・
具
体
的
な
支
給
額
・
支
給
率
、
給
与
の
支

給
日
・
支
給
方
法
（
日
割
計
算
等
）、

 

休
暇
の
種
類
・
具
体
的
な
取
得
要
件
・
期
間
（
日
数
）・

取
得
単

位
、
 

安
全
衛
生
・
災
害
補
償
の
法
定
基
準
を
上
回
る
部
分
、
 

育
児
休
業
）
 

③
法
定
事
項
で
は
な
く
協
約
を
結
ぶ
こ
と
が
で

き
る
事
項
 

①
②
以
外
の
事
項
 

（
例
：
俸
給
表
の
種
類
、
俸
給
表
そ
の
も
の
、
俸
給
表
の
適
用
範
囲
、

初
任
給
、
昇
格
・
昇
給
の
基
準
、
昇
格
・
昇
給
の
場
合
の
号
俸
数
、

昇
給
日
、
手
当
の
種
類
、
手
当
（
扶
養
手
当
、
期
末
手
当
、
特
勤

手
当
、
通
勤
手
当
等
）
の
具
体
的
な
支
給
要
件
・
支
給
額
・
支
給

率
、
給
与
の
支
給
日
・
支
給
方
法
（
日
割
計
算
等
）、

 

勤
務
時
間
、
休
暇
の
種
類
・
具
体
的
な
取
得
要
件
・
期
間
（
日
数
）・

取
得
単
位
、
 

安
全
衛
生
・
災
害
補
償
の
法
定
基
準
を
上
回
る
部
分
、
 

育
児
休
業
）
 

①
②
以
外
の
事
項
 

（
例
：
俸
給
表
そ
の
も
の
、
俸
給
表
の
適
用
範
囲
、
初
任
給
、
昇
格
・

昇
給
の
基
準
、
昇
格
・
昇
給
の
場
合
の
号
俸
数
、
昇
給
日
、
手
当

（
扶
養
手
当
、
期
末
手
当
、
特
勤
手
当
、
通
勤
手
当
等
）
の
具
体

的
な
支
給
要
件
・
支
給
額
・
支
給
率
、
給
与
の
支
給
日
・
支
給
方

法
（
日
割
計
算
等
）、

 

勤
務
時
間
、
休
暇
の
種
類
・
具
体
的
な
取
得
要
件
・
期
間
（
日
数
）・

取
得
単
位
、
 

安
全
衛
生
・
災
害
補
償
の
法
定
基
準
を
上
回
る
部
分
、
 

育
児
休
業
）
 

法
定
事
項
以
外
の
運
用
に
関
す
る
事
項
 

 

※
 
法
定
事
項
の
例
外
に
該
当
す
る
事
項
を
設
け
る
際
に
は
当
該
事
項
は
法
定
が
必
要
（
③
以
外
に
該
当
）（

例
：
定
年
に
達
し
た
職
員
を
一
定
の
場
合
に
引
き
続
き
勤
務
さ
せ
る
制
度
を
設
け
る
場
合
）
 

予
算
に
お
け
る
関
与
 

 
予
算
に
お
け
る
関
与
 

協
約
の
内
容
が
予
算
の
枠
を
超
え
た
場
合
、
予
算
案
の
議
決
が
必
要
（
既
定
予
算
の
範
囲
内
で
実
施
可
能
で
あ
れ
ば
、
予
算
の
変
更
等
は
不
要
）
 
 
※
 
関
連
す
る
法
令
、
規
程
の
改
正
等
が
必
要
 

2.
交
渉
事
項
の
範
囲
（
協
約
締
結
事
項
の
範
囲
）
 

協
約
締
結
が
で
き
る
事
項
（
交
渉
事
項
）
の
範
囲
 

 
当
局
に
応
諾
義
務
が
あ
る
事
項
 

（
交
渉
拒
否
の
場
合
救
済
措
置
有
り
）
 

○
 
勤
務
条
件
 

・
 

給
与
、
勤
務
時
間
 

・
 

任
用
、
分
限
、
懲
戒
の
基
準
 

・
 

安
全
衛
生
・
災
害
補
償
（
法
定
基
準
を
上
回
る
部
分
） 等

○
 
団
体
的
労
使
関
係
の
運
営
に
関
す
る
事
項
 

○
 
勤
務
条
件
 

・
 

給
与
、
勤
務
時
間
 

・
 

任
用
、
分
限
、
懲
戒
の
基
準
（
下
記
エ
の
事
項
以
外
）

・
 

安
全
衛
生
・
災
害
補
償
（
法
定
基
準
を
上
回
る
部
分
） 等

○
 
団
体
的
労
使
関
係
の
運
営
に
関
す
る
事
項
 

（
法
定
事
項
と
さ
れ
る
交
渉
ル
ー
ル
等
は
協
約
締
結
で
き
な
い

事
項
。
下
段
も
同
じ
。）

の
う
ち
、
交
渉
の
手
続
、
最
小
限
の
組

合
へ
の
便
宜
供
与
等
 

○
 
勤
務
条
件
 

・
 

給
与
 

 

・
 

安
全
衛
生
・
災
害
補
償
（
法
定
基
準
を
上
回
る
部
分
） 等
 

 

 
当
局
に
応
諾
義
務
が
な
い
事
項
 

な
し
 

○
 
団
体
的
労
使
関
係
の
運
営
に
関
す
る
事
項
の
う
ち
上
記
以
外

の
事
項
 

○
 
団
体
的
労
使
関
係
の
運
営
に
関
す
る
事
項
の
う
ち
法
定
事
項

以
外
の
部
分
（
基
本
的
な
交
渉
の
ル
ー
ル
等
は
法
定
し
協
約
締

結
が
で
き
な
い
事
項
）
 

CS861046
タイプライターテキスト

CS861046
タイプライターテキスト
11



 

協
約
締
結
が
で
き
な
い
事
項
の
範
囲
 

 
協
議
可
能
事
項
 
※
協
議
の
制
度
化
に
つ
い
て
は
議
論
が
あ
る
 

 
 

当
局
に
協
議
の
応
諾
義
務
が
あ
る
事
項
 

勤
務
条
件
に
影
響
を
及
ぼ
す
予
算
、
組
織
、
定
員
等
 

※
 
対
象
範
囲
を
具
体
的
に
法
律
で
ど
の
よ
う
に
規
定
す
る
の
か

は
検
討
が
必
要
 

な
し
 

 

な
し
 

 

 
当
局
に
協
議
の
応
諾
義
務
が
な
い
事
項
 

ア
）
使
用
者
（
当
局
）
側
に
管
理
・
決
定
権
限
が
な
い
事
項
 

イ
）
法
令
に
よ
り
行
政
機
関
に
割
り
振
ら
れ
て
い
る
事
務
、
事
業
の

う
ち
、
各
機
関
が
自
ら
の
判
断
と
責
任
で
処
理
す
べ
き
事
項
（
政

策
の
企
画
立
案
、
予
算
の
編
成
、
組
織
、
職
員
の
定
員
等
。
た
だ

し
、
勤
務
条
件
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
を
除
く
）
 

ウ
）
個
別
具
体
的
な
人
事
権
の
行
使
 

 イ
）
法
令
に
よ
り
行
政
機
関
に
割
り
振
ら
れ
て
い
る
事
務
、
事
業
の

う
ち
、
各
機
関
が
自
ら
の
判
断
と
責
任
で
処
理
す
べ
き
事
項
（
政

策
の
企
画
立
案
、
予
算
の
編
成
、
組
織
、
職
員
の
定
員
等
）
 

  エ
）
公
正
で
能
率
的
な
公
務
の
遂
行
を
担
保
す
る
も
の
（
分
限
の
事

由
、
懲
戒
の
種
類
等
）
 

 イ
）
法
令
に
よ
り
行
政
機
関
に
割
り
振
ら
れ
て
い
る
事
務
、
事
業

の
う
ち
、
各
機
関
が
自
ら
の
判
断
と
責
任
で
処
理
す
べ
き
事
項

（
政
策
の
企
画
立
案
、
予
算
の
編
成
、
組
織
、
職
員
の
定
員
等
） 

  エ
）
公
正
で
能
率
的
な
公
務
の
遂
行
を
担
保
す
る
も
の
（
分
限
の

事
由
、
懲
戒
の
種
類
等
）
 

オ
）
そ
の
他
、
上
記
（
給
与
、
勤
務
時
間
、
交
渉
ル
ー
ル
の
一
部
）

以
外
の
事
項
 

 

協
議
禁
止
事
項
 

な
し
 

※
 
協
議
に
そ
ぐ
わ
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、当

局
が
協
議
を
拒
否

ア
）
使
用
者
（
当
局
）
側
に
管
理
・
決
定
権
限
が
な
い
事
項
 

ウ
）
個
別
具
体
的
な
人
事
権
の
行
使
 

ア
）
使
用
者
（
当
局
）
側
に
管
理
・
決
定
権
限
が
な
い
事
項
 

ウ
）
個
別
具
体
的
な
人
事
権
の
行
使
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ど
の
よ
う
に
交
渉
す
る
か
 

 
 

事
項
名
 

パ
タ
ー
ン

Ⅰ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅱ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅲ
 

3.
協
約
締
結
権
を
付
与
す
る
職
員
の
範
囲
 

使
用
者
側
に
立
つ
職
員
に
付
与
す
べ
き
か
否
か
、
付
与

す
べ
き
で
な
い
と
す
る
場
合
の
当
該
職
員
の
範
囲
、
具

体
的
な
範
囲
の
確
定
方
法
 

現
に
団
結
権
、
団
体
交
渉
権
が
認
め
ら
れ
て
い
る
職
員
に
は
付
与

（
使
用
者
側
に
立
つ
職
員
に
も
付
与
）
 

使
用
者
側
に
立
つ
職
員
に
は
付
与
す
べ
き
で
な
い
 

使
用
者
側
に
立
つ
職
員
の
範
囲
は
、
現
行
の
「
管
理
職
員
等
」
の
う

ち
、職

員
の
任
免
に
関
し
て
直
接
の
権
限
を
持
つ
監
督
的
地
位
に
あ

る
職
員
、
職
員
の
任
免
、
分
限
、
懲
戒
若
し
く
は
服
務
、
職
員
の
給

与
そ
の
他
の
勤
務
条
件
又
は
職
員
団
体
と
の
関
係
に
つ
い
て
の
当

局
の
計
画
及
び
方
針
に
関
す
る
機
密
事
項
に
接
し
、そ

の
た
め
に
そ

の
職
務
上
の
義
務
と
責
任
と
が
職
員
団
体
の
構
成
員
と
し
て
の
誠

意
と
責
任
と
に
直
接
に
抵
触
す
る
と
認
め
ら
れ
る
監
督
的
地
位
に

あ
る
職
員
 

使
用
者
側
に
立
つ
職
員
に
は
付
与
す
べ
き
で
な
い
 

使
用
者
側
に
立
つ
職
員
の
範
囲
は
、
現
行
の
「
管
理
職
員
等
」
 

※
 
左
記
の
ほ
か
、
重
要
な
行
政
上
の
決
定
を
行
な
う
職
員
や
そ

れ
に
参
画
す
る
管
理
的
地
位
に
あ
る
職
員
な
ど
 

職
務
の
専
門
性
・
特
殊
性
に
照
ら
し
て
協
約
締
結
権
を

付
与
す
べ
き
で
な
い
職
員
の
存
在
 

特
に
な
い
。
た
だ
し
、
適
正
な
交
渉
ル
ー
ル
に
よ
り
、
業
務
の
停
滞

を
招
く
よ
う
な
集
団
交
渉
を
回
避
す
る
こ
と
が
必
要
 

特
に
な
い
。
た
だ
し
、
適
正
な
交
渉
ル
ー
ル
に
よ
り
、
業
務
の
停
滞

を
招
く
よ
う
な
集
団
交
渉
を
回
避
す
る
こ
と
が
必
要
 

個
別
の
政
策
判
断
と
し
て
、
あ
り
得
る
 

4.
参
考
指
標
の
調
査
と
公
表
・
意
見
表
明
 

参
考
指
標
の
調
査
と
公
表
・
意
見
表
明
 

第
三
者
機
関
に
よ
る
調
査
、
公
表
・
意
見
表
明
は
行
わ
な
い
。
必
要

が
あ
れ
ば
、
労
使
そ
れ
ぞ
れ
が
既
存
の
統
計
調
査
等
を
利
用
 

第
三
者
機
関
が
、労

使
が
参
考
に
で
き
る
よ
う
に
民
間
の
労
働
条
件

に
つ
い
て
簡
易
な
調
査
・
公
表
を
実
施
。
意
見
表
明
は
実
施
せ
ず
 

第
三
者
機
関
が
、
参
考
指
標
の
調
査
、
公
表
・
意
見
表
明
を
実
施
 

5.
交
渉
シ
ス
テ
ム
の
あ
り
方
 

交
渉
の
流
れ
 

中
央
交
渉
を
原
則
と
し
て
、
府
省
、
地
方
に
順
次
委
ね
る
 

交
渉
事
項
の
分
配
 

協
約
に
よ
る
決
定
・
変
更
可
能
（
必
要
に
応
じ
て
法
令
に
反
映
）
 

（
交
渉
当
事
者
、
交
渉
事
項
の
範
囲
に
関
し
法
定
）
 

決
定
権
限
の
あ
る
者
と
の
み
交
渉
す
る
た
め
、決

定
権
限
の
所
在
に

よ
り
分
配
が
自
動
的
に
決
定
（
協
約
に
よ
る
決
定
・
変
更
不
可
、
労

使
で
の
確
認
は
可
能
）
 

当
局
間
の
権
限
配
分
は
当
局
が
決
定
 

（
労
使
交
渉
で
の
決
定
・
変
更
は
不
適
当
）
 

労
働
側
交
渉
団
体
の
あ
り
方
 

協
約
締
結
権
を
付
与
す
る
団
体
 

す
べ
て
の
団
体
（
使
用
者
の
努
力
に
よ
り
協
約
の
統
一
性
確
保
）
 

す
べ
て
の
団
体
（
使
用
者
の
努
力
に
よ
り
協
約
の
統
一
性
確
保
）
 

一
定
要
件
を
満
た
す
団
体
に
付
与
（
例
：
排
他
的
交
渉
代
表
制
、

過
半
数
職
員
団
体
、
登
録
職
員
団
体
等
）
 

 

交
渉
団
体
の
あ
り
方
 

職
員
中
心
の
団
体
に
限
ら
な
い（

団
体
構
成
員
に
占
め
る
職
員
の
割

合
が
半
数
以
下
で
も
可
。
労
働
組
合
と
同
様
）
 

 
職
員
中
心
の
団
体
（
団
体
構
成
員
の
過
半
数
が
職
員
）
 

使
用
者
機
関
の
あ
り
方
 

勤
務
条
件
を
決
定
で
き
る
体
制
と
責
任
を
持
つ
必
要
（
具
体
的
構
成
は
別
途
検
討
が
必
要
）
 

労
使
関
係
の
透
明
性
の
向
上
 

透
明
性
向
上
の
方
策
が
必
要
。
具
体
的
な
措
置
内
容
は
、
中
央
交
渉

に
よ
り
決
定
（
法
律
に
よ
る
義
務
付
け
は
な
し
）
 

○
 
協
約
、
申
入
書
・
回
答
書
、
概
要
録
の
公
表
は
義
務
付
け
（
概

要
録
に
は
日
時
、
氏
名
等
（
労
働
側
は
代
表
者
等
）、

交
渉
事
項
、

成
果
物
を
含
む
交
渉
結
果
を
記
載
）
 

○
 
す
べ
て
の
交
渉
が
対
象
 

○
 
当
局
に
公
表
義
務
。
概
要
録
は
、
事
前
の
労
働
側
へ
の
確
認
・

反
論
の
併
載
を
当
局
に
義
務
付
け
 

○
 
協
約
、
申
入
書
・
回
答
書
、
概
要
録
の
公
表
は
義
務
付
け
（
概

要
録
に
は
日
時
、氏

名
等（

労
働
側
は
発
言
者
か
全
員
の
氏
名
）、

交
渉
事
項
、
成
果
物
を
含
む
交
渉
結
果
を
記
載
）
 

○
 
す
べ
て
の
交
渉
が
対
象
 

○
 
当
局
に
公
表
義
務
。
概
要
録
は
、
事
前
の
労
働
側
へ
の
送
付
・

反
論
の
併
載
を
当
局
に
義
務
付
け
 

地
方
公
共
団
体
の
交
渉
シ
ス
テ
ム
 
 
 
（
＊
）
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
共
同
交
渉
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
も
あ
る
こ
と
や
執
行
機
関
の
多
元
主
義
等
の
地
方
自
治
制
度
の
あ
り
方
に
関
す
る
観
点
も
踏
ま
え
、
選
択
肢
の
組
合
せ
を
整
理

 
交
渉
･協

約
締
結
を
行
う
当
事
者
（
他
の
任
命
権
者

か
ら
の
首
長
へ
の
交
渉
権
限
の
一
元
化
の
可
否
）
 

各
任
命
権
者
（
首
長
へ
の
制
度
的
な
交
渉
権
限
の
一
元
化
は
行
わ
な
い
）
 

※
 
労
使
当
事
者
が
事
実
上
共
同
で
交
渉
・
協
議
す
る
な
ど
の
運
用
上
の
工
夫
は
あ
り
得
る
 

制
度
化
し
な
い
 

 

地
方
公
共
団
体
を
超
え
た
交
渉
権
限
の
一
元
化
の

可
否
 

※
 
パ
タ
ー
ン

Ⅱ
と
同
様
と
し
て
、
全
国
、
地
方
公
共
団
体
規
模

別
、
都
道
府
県
別
等
の
交
渉
・
協
議
の
仕
組
み
も
考
え
ら
れ
る

※
 
参
加
の
義
務
付
け
で
は
な
く
、複

数
地
方
公
共
団
体
が
労
使
合

意
に
よ
り
連
合
体
を
形
成
し
、
交
渉
・
協
議
で
き
る
制
度
上
の
仕

組
み
も
考
え
ら
れ
る
 

 

6.
不
当
労
働
行
為
救
済
 

不
当
労
働
行
為
救
済
 

労
組
法
と
同
様
の
救
済
措
置
を
講
じ
る
 

救
済
措
置
を
講
じ
る
 

現
行
制
度
（
不
服
申
立
制
度
等
）
の
拡
充
で
措
置
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ど
う
決
定
す
る
か
 

 
 

事
項
名
 

パ
タ
ー
ン

Ⅰ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅱ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅲ
 

7.
協
約
の
効
果
 

協
約
の
効
果
 

法
令
事
項
に
つ
い
て
は
債
務
的
効
力
。
 

規
程
事
項
に
つ
い
て
は
規
範
的
効
力
を
有
し
、勤

務
条
件
を
直
接
規

律
 

債
務
的
効
力
（
法
令
又
は
規
程
に
反
映
）
 

債
務
的
効
力
（
法
令
又
は
規
程
に
反
映
）
 

（
協
約
と
規
程
の
内
容
が
異
な
る
場
合
）
 

協
約
が
組
合
員
に
直
接
適
用
 

規
程
改
正
ま
で
規
程
が
そ
の
ま
ま
適
用
 

規
程
改
正
ま
で
規
程
が
そ
の
ま
ま
適
用
 

勤
務
条
件
の
統
一
 

制
度
的
に
は
担
保
し
な
い
 

（
複
数
組
合
が
あ
る
場
合
、同

様
の
協
約
を
結
ぶ
な
ど
当
局
の
努
力

で
勤
務
条
件
を
統
一
。
ま
た
、
協
約
に
基
づ
い
た
規
程
が
非
組
合
員

を
含
む
全
職
員
に
適
用
さ
れ
、
勤
務
条
件
を
統
一
）
 

勤
務
条
件
を
法
令
又
は
規
程
に
規
定
す
る
こ
と
に
よ
り
制
度
的
に

担
保
 

勤
務
条
件
を
法
令
又
は
規
程
に
規
定
す
る
こ
と
に
よ
り
制
度
的
に

担
保
 

協
約
と
予
算
と
の
関
係
 

<予
算
に
お
け
る
関
与
の
欄
参
照
> 

法
令
・
規
程
へ
の
適
切
な
反
映
 

法
律
上
に
何
ら
か
の
規
定
（
反
映
義
務
）
を
設
け
る
 

非
組
合
員
等
へ
の
適
用
の
際
の
手
続
 

特
段
の
手
続
を
設
け
な
い
 

（
非
組
合
員
や
第
三
者
機
関
の
意
見
聴
取
は
不
適
当
）
 

職
員
の
過
半
数
を
代
表
す
る
組
合
又
は
職
員
の
過
半
数
を
代
表
す

る
者
の
意
見
を
聴
取
す
る
 

第
三
者
機
関
の
意
見
を
聴
取
す
る
 

8.
調
整
シ
ス
テ
ム
 

調
整
シ
ス
テ
ム
 

あ
っ
せ
ん
、
調
停
、
仲
裁
の
三
種
類
を
設
け
る
。
強
制
仲
裁
制
度
を
設
け
る
。
仲
裁
は
協
約
と
同
様
の
効
果
 

9.
協
約
締
結
権
を
付
与
さ
れ
な
い
職
員
の
勤
務
条
件
の
決
定
方
法
（
警
察
職
員
、
自
衛
隊
員
を
想
定
）
 

（
規
程
で
定
め
る
事
項
）
 

当
局
が
、
協
約
締
結
権
を
付
与
さ
れ
た
職
員
（
職
員
団
体
）
と
締

結
し
た
協
約
の
内
容
等
も
踏
ま
え
、
職
員
の
過
半
数
を
代
表
す
る

者
の
意
見
を
聴
取
し
作
成
し
た
規
程
に
お
い
て
決
定
 

（
規
程
で
定
め
る
事
項
）
 

当
局
が
、
協
約
締
結
権
を
付
与
さ
れ
た
職
員
（
職
員
団
体
）
と
締
結

し
た
協
約
の
内
容
等
も
踏
ま
え
、
別
途
第
三
者
的
な
意
見
を
聴
い
て

作
成
し
た
規
程
に
お
い
て
決
定
 

  

勤
務
条
件
の
決
定
方
法
、
 

適
正
な
勤
務
条
件
と
な
っ
て
い
る
か
チ
ェ
ッ
ク
措
置

の
必
要
性
 

（
法
定
事
項
）
 

当
局
が
、
協
約
締
結
権
を
付
与
さ
れ
た
職
員
（
職
員
団
体
）
と
締

結
し
た
協
約
の
内
容
等
も
踏
ま
え
原
案
を
作
成
し
、
法
令
に
お
い

て
決
定
 

（
法
定
事
項
）
 

当
局
が
、
協
約
締
結
権
を
付
与
さ
れ
た
職
員
（
職
員
団
体
）
と
締
結

し
た
協
約
の
内
容
等
も
踏
ま
え
原
案
を
作
成
し
、
別
途
第
三
者
的
な

意
見
を
聴
い
て
法
令
に
お
い
て
決
定
 

（
法
定
事
項
）
 

第
三
者
機
関
の
意
見
表
明
を
受
け
て
、
当
局
が
原
案
を
作
成
し
、

法
令
に
お
い
て
決
定
 

団
結
権
を
付
与
さ
れ
な
い
職
員
の
過
半
数
代
表
者
か

ら
の
意
見
聴
取
 

義
務
付
け
る
 

 
義
務
付
け
し
な
い
 

協
約
締
結
権
を
付
与
さ
れ
な
い
職
員
の
代
償
措
置
 

協
約
の
内
容
等
を
踏
ま
え
規
程
又
は
法
案
・
政
省
令
等
を
定
め
る

こ
と
を
当
局
の
責
務
と
す
る
こ
と
、
規
程
制
定
時
に
職
員
に
対
し

意
見
表
明
の
機
会
が
与
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
も
っ
て
、
協
約
締

結
権
制
約
に
つ
い
て
の
代
償
措
置
が
確
保
さ
れ
て
い
る
と
す
る
 

別
途
第
三
者
的
な
意
見
を
聴
く
こ
と
、
勤
務
条
件
の
法
定
を
も
っ

て
、
協
約
締
結
権
制
約
に
つ
い
て
代
償
措
置
が
確
保
さ
れ
て
い
る
と

す
る
 

勤
務
条
件
の
法
定
、
第
三
者
機
関
に
よ
る
意
見
表
明
が
あ
る
こ
と

を
も
っ
て
、
協
約
締
結
権
制
約
に
つ
い
て
代
償
措
置
が
確
保
さ
れ

て
い
る
と
す
る
 

   
そ
の
他
 

 
 

事
項
名
 

パ
タ
ー
ン

Ⅰ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅱ
 

パ
タ
ー
ン

Ⅲ
 

10
.苦

情
処
理
 

苦
情
処
理
 

特
労
法
に
定
め
る
苦
情
処
理
共
同
調
整
会
議
と
同
様
の
仕
組
み
を

設
け
て
実
施
 

（
当
局
＋
職
員
代
表
に
よ
る
実
施
も
あ
り
得
る
）
 

第
三
者
機
関
に
よ
る
苦
情
処
理
の
制
度
化
と
と
も
に
、
当
事
者
（
各

府
省
レ
ベ
ル
）
に
よ
る
苦
情
処
理
も
制
度
化
し
て
併
せ
て
実
施
す
る

（
対
象
の
重
複
可
）
 

第
三
者
機
関
に
よ
る
苦
情
処
理
の
制
度
化
と
と
も
に
、
当
事
者
（
各

府
省
レ
ベ
ル
）
に
よ
る
苦
情
処
理
も
当
局
の
責
任
で
任
意
で
実
施

す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
（
任
意
実
施
の
場
合
、
対
象
の
重
複
可
）
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（敬称略、五十音順） 



-
-

1

Ⅰ
概

観
及

び
国

家
公

務
員

の
数

・
種

類

ア
メ

リ
カ

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
(
参
考
)

日
本

国
家

連
邦
制
、
大
統
領
制

連
合
王
国
、
議
院
内
閣
制

連
邦
制

議
院
内
閣
制

大
統
領
は
象
徴
的

共
和
制
､行

政
権
は
大

統
領
・
首
相
に
属
す
る

議
院
内
閣
制

、
（

）
体
制
等

二
大
政
党
下
で
の
政
権
交
代

二
大
政
党
下
で
の
政

権
交
代

二
大
政
党
基
軸
で
の
政

権
交
代

多
党
制
下
で
の
政
権
交
代

概
現
行

建
国
当
初
か
ら
政
治
任
用
が
広
く
行
わ
れ
て

ﾉｰ
ｽｺ
ｰﾄ
･ﾄ
ﾚｳ
ﾞｪ
ﾘｱ
ﾝ報

告
(1
85
3年

)に
よ
り
､

絶
対
君
主
制
の
下
で
発
達
し
た
官
僚
制
が
、

仏
革
命
に
よ
り
国
王
の
官
僚
制
は
解
体
さ
れ

日
本

国
憲

法
に

よ
り

公
務

員
は

、
観

公
務
員

き
た
が
、
18
83
年
、
公
務
員
法
（
ﾍﾟ
ﾝﾄ
ﾞﾙ
ﾄﾝ

成
績
主

義
に
基
づ
く
資
格
任
用
制
が
確
立

民
主
的
議

会
制
下
で
も
継
承
さ
れ
、
民
主
的

1
9
世

紀
に

官
僚

養
成

学
校

に
よ

る
人

材
育

成
「
天
皇
の

官
吏
」
か
ら
「
全
体
の

制
度
の

法
）
制
定
に
よ
り
成
績
主
義
・
政
治
的
中

立
統
制
に
服
し
て
い
る

を
特
色
と
す
る
職
業
公
務

員
制
が
確
立

奉
仕
者
」
に
。
民
主
的
な
公
務
員

淵
源

性
に
基
づ
く
職
業
公
務
員
制
が
確
立

制
の
確
立
の
た
め
国
家
公
務
員
法

を
制
定

(2
0
0
8
年
9
月
現
在
)

(2
0
0
8
年
3
月
現
在
)

(2
0
0
8
年
6
月
現
在
)

(2
0
0
7
年
1
2
月
現
在
)

(2
0
1
0
年
度
末
定
員
等
)

26
9万

人
53
万
人

28
万
人

2
48
万
人

34
万
人

競
争
職
(C
o
m
pe
ti
ti
ve

S
er
vi
ce
)
13
4万

人
国
家
公
務
員
（C

iv
il
S
er
vi
ce
）

官
吏
(B
ea
m
te
)

13
万
人

官
吏
(T
it
u
la
ir
e
s)

1
7
5
万
人

一
般
職
国
家
公
務
員

競
争
試
験
に
よ
り
任
用
（職

階
制
適
用
）

～
国
王
の
奉
仕
者

公
法
上
の
勤
務
・忠

誠
関
係

恒
久
的
官
職
に
任
命
行
為
に
よ
り
任
用

国
統
治
権
関
与
・公

権
力
の
行
使

等
非
現
業
国
家
公
務
員

家
E
xc
e
pt
e
d
S
e
rv
ic
e

1
3
5
万
人

2
7
.4
万
人

除
外
職
(

)
公

う
ち

務
郵
便
庁
職
員

73
万
人

公
務
被
用
者
(T
ar
ifb
es
ch
äf
ti
gt
e)

1
5万

人
非
官
吏
(N
o
n
ti
tu
la
ir
es
)等

33
万
人

特
定
独
立
行
政
法
人
等
職
員

員
私
法
上
の
雇
用
契
約
関
係

見
習
職
員
、
補
助
職
員
、
臨
時
職
員
等

5.
8万

人
※

の
行
政
府
の
上
位
職

0.
8万

人
数

う
ち

と
高
級
管
理
職
俸
給
表
適
用
者
(E
X
)

※
種

(大
局
長
～
次
官
、
長
官
）

50
0人

⇒
政
治
任
用

類

※
上
級
管
理
職
俸
給
表
(S
E
S
)
7,
00
0人

⇒
１
割
が
政
治
任
用

(課
長
～
局
長
)

※
2
0
0
4
年

3
月

現
在

特
別
職
国
家
公
務
員

30
万
人

（ 参 考 ） 国 以 外 を 含 め た 公 務 員 数 （

※
特

別
職

国
家

公
務

員
に

つ
い

て
は

､
非

防
衛

省
職

員
27

万
人

を
含

む
。

軍
※
国
家
公
務
員
に
つ
い
て
は
、
軍
人
、
軍
需
関

人
係
者
約
40
万
人
を
含
む

）

（
総
人
口

３
億
６
百
万
人
）

（
総
人
口

６
千
百
万
人
）

（
総
人
口

１
億
２
千
８
百
万
人
）

（
総
人
口

８
千
２
百
万
人
）

（
総
人
口

６
千
５
百
万
人
）

地
方

政
府

2
9
0
万
人

連
邦

26
9万

人

州 5
0
8
万

人
郡

･
市

等

1
,
4
1
5
万

人

総
計

約
2
,
1
9
3
万
人

総
計

約
52
6万

人

国
2
48
万
人

地
方
政
府

17
5万

人

公
共
病
院

1
0
3
万
人

中
央
政
府

2
5
7
万
人

公
営
企
業
体

5
7
万
人

総
計

約
60
4万

人

C
iv
il
S
e
rv
ic
e

5
3
万
人

国
営

医
療
機
関

15
8万

人
連

邦

官
吏

1
3
万
人

公
務

被
用
者

15
万
人

州

官
吏

1
2
3
万
人
(
教
員
を
含
む
)

公
務
被
用
者

6
9
万
人

総
計

約
4
3
0
万
人

市
町

村
等

官
吏

1
8
万
人

公
務
被
用
者

1
0
4
万
人

間
接

公
務

官
吏

8
万
人

公
務

被
用

者

7
1
万

人

地
方
公
務
員

2
8
5
.
5
万
人

総
計

約
3
4
9
.
5
万

人
（
行

政
府

職
員

の
み

）

一 般 職 国 家 公 務 員 万 人34

う
ち 教
員

1
4
1
万
人

警
察

2
9
万
人

人
事

院
作

成
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-

Ⅱ
諸

外
国

の
国

家
公

務
員

の
労

働
基

本
権

ア
メ

リ
カ

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
(
参
考
)日

本

憲
法

上
の

労
働

基
本

権
憲
法
典
上
､労

働
基
本
権
に
関
す
る

明
文
の
憲
法
典
は
な
い

団
結
権
に
つ
い
て
の
一
般
的
な
保
障
規
定
が
あ
る

労
働
組
合
に
つ
い
て
の
規
定
が
あ
る

憲
法
2
8
条
で
団
結
権
､交

渉
権

の
位
置
づ
け

規
定
は
な
い

及
び
争
議
権
に
つ
い
て
規
定

【
民
間
労
働
者
】

［
官

吏
］

［
公
務
被
用
者
］

【
官
民
共
通
の
枠
組
み
】

公
法
上
の
勤
務
･忠

誠
関
係

私
法
上
の
雇
用
契
約
関
係

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て

い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

団 結
(
注

)
軍

人
､
外

交
官

､
F
B
I
職

員
等

は
(
注
)
軍
人
、
警
察
官
は
禁
止

(注
)軍

人
は
禁
止

(
注
)
警
察
官
､
自
衛
官
等
は
禁
止

権
禁
止

国 家 公
給
与
等
の
法
定
の
勤
務
条
件
に
つ

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

務
い
て
交
渉
権
は
な
い

員
交

の
渉

(注
)法

定
の
勤
務
条
件
以
外
に
つ
い

労
権

て
は
認
め
ら
れ
て
い
る

働 基
給
与
等
の
法
定
の
勤
務
条
件
以
外

認
め
ら

れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
な
い

認
め
ら
れ

て
い
る

協
約
締
結
権
は
な
い

協
約
締
結
権
は
な
い

本
に
つ
い
て
は
認
め
ら
れ
て
い
る

権
協

(
注
)郵

便
庁
職
員
に
は
、
給
与
等
も

(注
)労

使
間
で
決
定
で
き
る
の
は
、

(注
)官

吏
関

係
法
の
改
正
を

(注
)賃

金
交
渉
に
は
必
ず
財

(注
)賃

金
交
渉
に
お
い
て
、
政
府
側

(注
)現

業
職
員
･特

定
独
立
行
政

約
含
め
交
渉
権
・
協
約
締
結
権
が
認

財
務
省

が
各
省
に
提
示
す
る
給
与

行
う
際
の
官
吏

組
合
の
関

務
省
関
係
者
が
関
与

は
あ
ら
か
じ
め
決
め
ら
れ
た
予
算

法
人
職
員
に

は
､協

約
締
結
権

締
め
ら
れ
て
い
る

改
定
率
の
上
限
等
、
政
府
方
針
の

与
を

法
律

上
保

障
(
結

果
の
枠
内
(首

相
指
示
書
の
枠
内
)で

が
認
め
ら
れ
て
い
る

結
範
囲
内
に
限
ら
れ
る

に
拘
束
力
は
な
い
)

(注
)賃

金
交
渉
の
結

果
締
結

し
か
交
渉
し
な
い

権
さ
れ
た
協
約
が
予
算
の
付

(注
)民

間
と
同
じ
く
、
労
働
協
約
に

(注
)一

般
に
、
公
務
被
用
者

加
的
支
出
を
伴
う

場
合
に

(注
)交

渉
の
結

果
､議

定
書
(法

的
拘

は
通
常
、
法
的
拘
束
力
が
な
い

の
交
渉
結
果
が
反
映
さ
れ

は
、
連
邦
財
務
大
臣
の
同

束
力

な
し

)
が

作
成

さ
れ

た
場

合
て
い
る

意
が
必
要

は
､こ

れ
に
従
う
慣
行
が
あ
る
が
､

19
98
年
以
来
、
賃
上
げ
を
内
容
と

す
る
議
定
書
締
結
に
至
っ
た
こ
と

は
な
い

禁
止
さ
れ
て
い
る

明
文
の
規
定
は
な
い
が
､一

般
に

､
伝
統
的
職
業
官
吏
制
度
の

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

禁
止
さ
れ
て
い
る

罷
業
は
違
法
で
は
な
い

諸
原

則
か
ら
、
禁
止
は
自
明

争
と
さ
れ
て
い
る

議
(注

)単
純
参
加
を
含
め
て
、
違
反
は

(注
)軍

人
、
警
察
官
等
は
、
明
文
の

(注
)警

察
官
、
監
獄
職
員
、
司
法
官

権
刑
事
罰
の
対
象
と
な
る

規
定
で
禁
止

等
は
禁
止

人
事

院
作

成
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国家公務員法の概要 
 

 

Ⅰ 総則 

 

国家公務員法は、国民に対し、公務の民主的かつ能率的な運営を保障することを

目的とする。 

 

 

Ⅱ 中央人事行政機関 

 

（人事院の所掌事務） 

 給与その他の勤務条件の改善及び人事行政の改善に関する勧告、採用試験及び任

免（標準職務遂行能力及び採用昇任等基本方針に関する事項を除く。）、給与、 研

修、分限、懲戒、苦情の処理、職務に係る倫理の保持その他職員に関する人事行政

の公正の確保及び職員の利益の保護等に関する事務  

 

（内閣総理大臣の所掌事務） 

 標準職務遂行能力及び採用昇任等基本方針に関する事務並びに職員の人事評価、

能率、厚生、服務、退職管理等に関する事務、各行政機関がその職員について行う

人事管理に関する方針、計画等に関し、その統一保持上必要な総合調整に関する事

務 

 

 

Ⅲ 職員に適用される基準 

 

１ 通則 

・ 平等取扱の原則 

・ 人事管理の原則（職員の採用後の任用、給与その他の人事管理は、職員の採用

年次及び採用試験の種類にとらわれてはならず、人事評価に基づいて適切に行わ

れなければならない） 

・ 情勢適応の原則（給与、勤務時間その他勤務条件に関する基礎事項は、国会に

より社会一般の情勢に適応するように、随時これを変更することができる。その

変更に関しては、人事院においてこれを勧告することを怠ってはならない。） 

 

 

 

参 考 
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２ 採用試験及び任免 

① 職員の任用は、受験成績、人事評価その他の能力の実証に基づいて行わなけれ

ばならない（成績主義の原則）。 

② 採用、昇任、降任、転任を定義（職制上の段階に着目）。 

③ 採用は、公開平等の競争試験によることが原則。人事院規則で定める場合には

選考採用できる。 

④ 職員の昇任等の際には、任命しようとする官職に必要な標準職務遂行能力及び

当該官職についての適性を有するかどうかを人事評価に基づいて判断。 

 

３ 給与【→「給与制度」（２１頁）参照】 

 

４ 人事評価（能力評価、業績評価） 

・ 職員の執務について、所轄庁の長は、定期的に人事評価を行い、人事評価の結

果に応じた措置を講じなければならない。 

・ 人事評価の基準及び方法に関する事項等は、人事院の意見を聴いて政令で定め

る。 

 

５ 能率 

内閣総理大臣（研修については、人事院）及び関係庁の長は、研修、保健、レク

リエーション、安全保持、厚生に関する事項について計画を樹立、実施。 

 

６ 分限 

① 降任、休職、免職等 

  職員は、法律又は人事院規則に定める場合以外は、職員本人の意思に反して、

降任、休職、免職又は降給されることはない。 

  ※ 本人の意に反する降任及び免職ができる場合 

ア）勤務実績不良の場合、 

イ）心身の故障により職務遂行が困難な場合、 

ウ）その他その官職に必要な適格性を欠く場合、 

エ）官制若しくは定員の改廃又は予算の減少により廃職又は過員生じた場合  

  ※ 本人の意に反する休職ができる場合 

   ア）心身の故障のため、長期の休養を要する場合、 

イ）刑事事件に関し起訴された場合、 

ウ）人事院規則で定める場合 

② 定年 原則 60 歳（一部例外：医師 65 歳など） 
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７ 懲戒 

・ 懲戒処分（戒告、減給、停職、免職）の事由 

 ① 国家公務員法若しくは国家公務員倫理法又はこれらの法律に基づく命令に

違反した場合 

 ② 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

 ③ 国民全体の奉仕者にふさわしくない非行のあった場合 

・ 停職処分の効果 

 

８ 保障 

① 勤務条件に関する行政措置の要求 

② 職員の意に反する不利益な処分に関する審査 

③ 公務傷病に対する補償制度は、法律により定める。 

 

９ 服務 

① 法令及び上司の命令に従う義務 

② 争議行為等の禁止 

③ 信用失墜行為の禁止 

④ 職務上知り得た秘密を守る義務（守秘義務） 

⑤ 職務専念義務 

⑥ 政治的行為の制限 

⑦ 営利企業の役員等との兼職制限 

⑧ 非営利事業への兼業制限 等 

 

１０ 再就職規制 （略） 

 

１１ 退職年金制度 

退職年金制度は、法律で定める。 

 

１２ 職員団体制度 【→「職員団体制度」（２４頁）・「交渉制度」（２５頁）参照】 
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非現業国家公務員について 

 

○ 労働基本権制約の代償措置として人事院勧告制度。 

○ 国家公務員の給与等の勤務条件は、社会一般の情勢に適応するように

定めることとされており、人事院は給与等の変更について、国会及び内閣

に勧告。 

●国家公務員法（抄） 

（情勢適応の原則）  

第 28 条 この法律に基いて定められる給与、勤務時間その他勤務条件に関する基礎事項は、

国会により社会一般の情勢に適応するように、随時これを変更することができる。その変更

に関しては、人事院においてこれを勧告することを怠つてはならない。  

２ 人事院は、毎年、少くとも一回、俸給表が適当であるかどうかについて国会及び内閣に同

時に報告しなければならない。給与を決定する諸条件の変化により、俸給表に定める給与を

百分の五以上増減する必要が生じたと認められるときは、人事院は、その報告にあわせて、

国会及び内閣に適当な勧告をしなければならない。  

 

 

Ⅰ 給与制度 

  国家公務員の給与は、法律に基づいて定められており【給与法定主義】

（国公法第63条等）、その官職の職務と責任に応じて決められることとさ

れ【職務給の原則】（国公法第62条）、俸給及びこれを補完する諸手当か

ら成り立っている。 

俸給については、一般職給与法において、職務給の原則を実現するため

多様な職種をその職務の類似性等によって11種17表の俸給表に分類してい

る（一般職給与法第６条第１項）ほか、任期付職員法及び任期付研究員法

においても俸給表を定めている。 

  また、手当は、それぞれの支給要件に該当する職員についてのみ支給（一

般職給与法第10条の２～第19条の７（第15条等を除く）、寒冷地手当法等）。 

 

俸 給 表 の 種 類 

・行政職俸給表（一）・（二） ・専門行政職俸給表 ・税務職俸給表 

・公安職俸給表（一）・（二） ・海事職俸給表（一）・（二）・教育職俸給表（一）・（二）

・研究職俸給表 ・医療職俸給表（一）・（二）・（三） 

・福祉職俸給表 ・専門スタッフ職俸給表 ・指定職俸給表 

・特定任期付職員俸給表 ・第一号・第二号任期付研究員俸給表 

  （注）平成22年10月現在。 
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手 当 の 種 類 

・俸給の特別調整額 ・本府省業務調整手当 ・初任給調整手当 

・専門スタッフ職調整手当 ・扶養手当 ・地域手当 

・広域異動手当 ・研究員調整手当 ・住居手当 

・通勤手当 ・単身赴任手当 ・特殊勤務手当 

・特地勤務手当 ・超過勤務手当 ・休日給 

・夜勤手当 ・宿日直手当 ・管理職員特別勤務手当 

・期末手当 ・勤勉手当 ・寒冷地手当 

・任期付研究員業績手当 ・特定任期付職員業績手当           等 

       （注）平成22年 10月現在。  

   

 

Ⅱ 人事院勧告の手順 

  人事院は、国家公務員の給与について、民間の賃金との適正な均衡を確

保することを基本として（民間準拠）、同じ条件（仕事の種類、役職段階、

学歴、年齢等）にある者同士の官民の給与を比較した上で、所要の勧告。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国家公務員給与等実態調査 

 

・調査内容 ４月分の給与（仕事の種類、役

職段階、学歴、年齢等別） 

・調査対象 非現業国家公務員  約28万人 

 

職種別民間給与実態調査 

・調査内容 ４月分の賃金（仕事の種類、役職

段階、学歴、年齢等別） 

・調査対象 企業規模50人以上、事業所規模50

人以上の事業所約50,200事業所

のうちから抽出された約11,100

事業所の従業員約46万人 

・調査方法 実地調査 

官 民 比 較 
仕事の種類、役職段階、学歴、年齢等が相応する

もの同士（グループ）を比較し、総合する（ラス

パイレス方式）。 

配 分（個別給与の決定） 
俸給分と諸手当分の配分及び俸給表上の配分 
 配分に当たっては、職務給の原則に立って、公務

員給与の実態、民間賃金の実態及び配分傾向等に必

要な配慮が加えられている。 

人  事  院  勧  告

 
各方面の 

要望、意見等

 
 
各 府 省 

 
職員団体 

 
有 識 者 

（注）平成 21 年の例。 
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Ⅲ 給与改定の手順 

  ○ 国家公務員の給与改定に当たっては、政府は、人事院勧告制度を尊重す

る基本姿勢に立って、国政全般との関連につき検討の上方針を決定。 

○ 国家公務員の給与は、最終的には、法律として国民の代表で構成され

る国会で決定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給与法案提出） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
※公務員の分類に応じた給与制度の主な特例 
（１）外務職員 

在外公館に勤務する外務職員には、「在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する

外務公務員の給与に関する法律」により、外務職員の駐在国における体面を保つなどのた

め、在勤基本手当等が、一般職給与法に基づき支給される給与に併せて支給。 
（２）検察官 
    検察官に関しては、「検察官の俸給等に関する法律」により別途俸給等が定められてい

る。毎年の給与水準は一般職給与法に準じて決定。 
（３）防衛省職員（※特別職） 
    防衛省職員に関しては、「防衛省の職員の給与等に関する法律」により別途給与が定めら

れている。毎年の給与水準は一般職給与法に準じて決定。 

給 与 関 係 閣 僚 会 議

（ 協     議 ）

取 扱 方 針 閣 議 決 定

給 与 法 案 作 成

給 与 法 案 閣 議 決 定

審        議 

可 決 ・ 成 立

内 
 

 
 

 
 
 

 

閣 

国 
 

 

会 

人 事 院 勧 告 

施     行 
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１ 職員団体の意義 

 

  職員団体とは、職員がその勤務条件の維持改善を図ることを目的として組織する

団体又はその連合体（国公法第108条の２）。 

・ 解釈上、職員団体であるためには、少なくとも過半数の構成員が職員でなけれ

ばならないとされている。 

・ 重要な行政上の決定を行う職員、管理的又は監督的地位にある職員等とそれ以

外の職員とは、同一の職員団体を組織できない。 

・ 警察職員及び海上保安庁又は刑事施設において勤務する職員は、職員団体を結

成したり、これに加入ができない。 

 

２ 登録職員団体 

 

  登録職員団体制度は、職員団体が職員により自主的、民主的に結成、運営され、

職員の代表として当局と交渉する当事者となる適格性を備えていることを登録機関

である人事院があらかじめ客観的に証明することにより、当局と職員団体との間の

交渉の効果的な運営を図り、正常で安定した労使関係を確保するためのもの（国公

法第108条の３）。 

 

【登録の要件】 

① 職員団体の規約に一定の事項が定められていること。 

② 職員団体の重要事項の決定が民主的な手続きで行われていること。 

③ 職員団体の構成員が警察職員等団結権禁止職員を除く職員だけであること。 

 ＊ 例外として、「当該職員団体の役員である者」を構成員としても登録は可

能（国公法第108条の３第４項但書）。 

    

【登録の効果】 

① 適法な交渉申入れに対しては、当局はその申入れに応ずべき地位に立つ。 

② 在籍専従職員を置くことが認められる。 

③ 年間３０日を限度に、「短期従事の許可」という形で職務専念義務の免除を受

けることが可能。 

④ 登録機関への申し出により法人格を取得することが可能。 

⑤ 行政措置要求を代表者により団体的に行うことが可能。 
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１ 交渉の法的性格 

 

○ 国公法上の交渉 

勤務条件等に関して、職員団体が当局と行う協議、意見の交換 

（合意事項は法的拘束力を有しないが、紳士協定としての道義的責任が生ずる。） 

   （参考）労働協約締結権に基づく交渉（労働組合法）：労働協約締結を目的とした

交渉 

 

２ 交渉対象事項 

 

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又

は厚生的活動を含む適法な活動にかかる事項（国公法108条の５第１項） 

 

(1) 勤務条件 

職員が当局に対し、職務を提供するについて存する諸条件で、職員が自己の職

務を提供し、またはその職務の提供を継続するかどうかについての決心をするに

当たり、一般的に当然考慮の対象となるべき利害関係事項 

 

(2) 管理運営事項の除外 

管理運営事項は、交渉の対象外（国公法第108条の５第３項）。ただし、管理運

営事項の処理によって影響を受ける勤務条件は、交渉の対象。 

  ※ 管理運営事項とは、国家行政組織法や各省庁の設置根拠法令に基づいて、各

省庁に割り振られている事務、業務のうち、行政主体としての各機関がみずか

らの判断と責任において処理すべき事項。 

 

３ 交渉当事者 

 

(1) 当局 

   交渉事項について適法に管理し、又は決定することのできる当局（国公法第108

条の5第4項） 

 

 (2) 職員団体 

登録された職員団体（国公法第108条の５第１項） 

 

   なお、登録されていない職員団体については、国公法上、交渉の申入れに対し

て応ずべき義務はないが、本条の規定の趣旨から、みだりに交渉の申入れを拒否

することはできない。 




